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「誤解だらけの依存症」で検索！
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（出典：保健所 地域保健・健康増進事業報告、精神保健福祉センター 衛生行政報告例）

※H22年度の調査では宮城県のうち仙台市以外の保健所、精神保健福祉センターは含まれていない。 ※ギャンブルに関する相談件数は平成25年度調査より把握している。
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アルコール、薬物、ギャンブル等依存症の総患者数
（患者調査）

（出典：患者調査） H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

H26年までギャンブル等依存症は500人未満

（万人）
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近年の依存症患者数の推移（ＮＤＢ）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

アルコール

依存症

外来患者数

（入院患者数）

92,054

（25,548）

94,217

（25,654）

95,579

（25,606）

102,148

(27,802)

薬物依存症
外来患者数

（入院患者数）

6,636 

（1,689）

6,321

（1,437）

6,458

（1,431）

10,746

(2,416)

ギャンブル等

依存症

外来患者数

（入院患者数）

2,019 

（205）

2,652

（243）

2,929

（261）

3,499

(280)

※外来：１回以上、精神科を受診した者の数

※入院：依存症を理由に精神病床に入院している者の数

※１年間に外来受診と精神病床入院の両方に該当した同一患者は、上記の外来と入院の両方の数に計上

※出典：精神保健福祉資料：https://www.ncnp.go.jp/nimh/seisaku/data/

都道府県ごとのデータも把握可能。
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薬物依存症の専門医療機関や専門相談拠点が未整備

薬物依存症に係る人材が足りない

地域の様々な関係機関、自助グループ等民間団体との連

携が不十分

薬物依存症者・家族への偏見・差別、理解不足

等 4

薬物依存症対策の課題



薬物依存症者やその家族が孤立することで、

相談や治療に行きづらい雰囲気が作られ、早期発見・

早期治療の妨げになる

就労などの機会が得られず、社会から孤立し、回復の

妨げになる

偏見や社会的疎外感から、一層孤立が高まり、再び

薬物に頼ってしまう
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偏見のコスト



（計画）

・第五次薬物乱用防止五か年戦略（平成30年8月～）
目標２ 薬物乱用者に対する適切な治療と効果的な社会復帰支援

による再乱用防止

・再犯防止推進計画（平成30年4月～）

第３ 保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組
２．薬物依存を有する者への支援等

（対策の柱）
① 薬物依存症の専門医療機関・相談機関の整備

② 薬物依存症の人材の育成・資質の向上

③ 薬物依存症に関する調査・研究の推進

④ 地方自治体・民間団体等自助グループへの支援

⑤ 薬物依存症に関する普及啓発

⑥ 関係機関の連携強化
6

薬物依存症対策関係の計画及び対策の柱



• 普及啓発

• 相談機関の整備

• 医療機関の整備

• 人材育成

• 関係機関の連携体制（啓発、早期発見）

• 当事者、家族に対する回復プログラム

• 当事者、家族向けの自助グループ
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依存症の対策



依存症対策全国拠点機関（久里浜医療センター）において、アルコール、薬物、ギャンブル等に対応した相談・治療
等における指導者を養成する。また、ゲーム障害に対応できる人材の養成やゲーム障害も含めた依存症に関する正しい
知識の情報提供等を実施するための体制や機能を強化する。

全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 ０．８億円 → １．１億円

都道府県・指定都市等において、人材育成や依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の選定等による医療体制や
相談体制の整備を推進するとともに、地域の関係機関が参画する包括的な連携協力体制の構築、専門医療機関や治療拠
点機関等と精神科救急医療施設等との連携体制の構築など、地域の医療・相談支援体制の整備を推進する。

地域における依存症の支援体制の整備 ５．１億円 → ６．３億円

依存症者や家族等が地域の治療や支援につながるよう､依存症に関する正しい知識と理解を広める普及啓発を実施する｡

依存症に関する普及啓発の実施 ０．９億円 → ０．９億円

地域で依存症関連問題に取り組む民間団体の支援を行う。

アルコール・薬物・ギャンブル等の民間団体支援 地域生活支援促進事業の内数 → 地域生活支援促進事業の内数

依存症の実態解明等に関する調査に加え、ギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づいた実態調査を実施する。

依存症に関する調査研究事業 ０．９億円 → ３．４億円

依存症者や家族等を対象とした相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体の支援を拡充する。

依存症民間団体支援 ０．３億円 → ０．５億円

○ アルコール健康障害対策推進基本計画等の既存計画や本年4月に閣議決定されたギャンブル等依存症対策推進基本計画
を踏まえた対応に加え、本年5月のWHO総会においてICD11に新たな疾患として位置づけられたゲーム障害への対応が必要な
ことから、依存症対策全体の強化が必要。

○ 「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2019」においても、「相談・治療体制の整備や民間団体への支援、速やかな
人材育成等に取り組む。ゲーム障害についても、実態調査の結果等を踏まえて、必要な対策に取り組む。」、「ギャンブル等依
存症対策を徹底的かつ包括的に実施する。」と明記されている。

令和元年度予算額：８．１億円 ⇒ 令和２年度要求額：１２．２億円１．要求要旨

２．事業内容

令和２年度要求における依存症対策

8



○治療や相談、生活支援
に係る地域の指導者を
養成

○回復施設職員への研修

○情報収集、分析、発信

○普及啓発

○依存症に関する調査

依存症対策の全体像

国
地方自治体（都道府県・指定都市）

補助

行
政
・
医
療
・
福
祉
・
司
法

等
関
係
機
関

国

民

地域支援ネットワークの構築

補助

相談支援・普及啓発等

研
修
＆
情
報
発
信

医療の提供

研
修
＆
連
携

支援

＊依存症の相談拠点
（精神保健福祉センター等）

○依存症相談員の配置、窓口の普及啓発

○関係機関との連携

○家族支援、治療回復プログラムの実施

自助グループ等民間団体（地域）

相
談
体
制

全国拠点機関
（独立行政法人国立病院
機構久里浜医療センター、
NCNP）

依存症の正しい理解の普及啓発

自助グループ等民間団体
（全国規模） 相談支援・普及啓発等

相談支援・家族支援、
普及啓発等

補助

設置

早期発見

選定

＊依存症の専門医療機関・治療拠点機関
○依存症に係る研修を修了した医師の配置

○治療プログラムの実施

○関係機関との連携

○地域の医療機関等への研修や情報発信（拠点）

医
療
体
制
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薬物依存症に係る相談拠点・専門医療機関

都道府県
相談拠
点

医療機
関

拠点

北海道 R1 4 ○

青森県

岩手県

宮城県 R1 R1 R1

秋田県

山形県 R1

福島県

茨城県 R1 R1 R1

栃木県 R1 R1

群馬県 ○

埼玉県 ○ 2 ○

千葉県 ○

東京都 ○

神奈川県 4 ○

新潟県 R1 R1

富山県 ○ R1 R1

石川県 ○ R1 R1

福井県

山梨県

長野県 ○

岐阜県 R1 2 ○

静岡県 ○ 2 ○

愛知県 2

三重県 ○保

滋賀県

都道府県
相談拠
点

医療機
関

拠点

京都府 ○ 1

大阪府 ○保 4 ○

兵庫県 ○ 1 ○

奈良県

和歌山県 ○

鳥取県 ○保医 1 ○

島根県 1

岡山県 ○ 1 ○

広島県 ○ 4 ○

山口県 ○ 1 R1

徳島県 ○ 1 R1

香川県 ○ 1 ○

愛媛県 ○ R1 R1

高知県 ○

福岡県 ○ R1 R1

佐賀県 ○医 1

長崎県 ○

熊本県 ○

大分県

宮崎県 ○ R1 R1

鹿児島県 ○

沖縄県 R1

小計 27 17 11

Ｒ１内 ＋4 ＋11 ＋11

政令市
相談拠
点

医療機
関

拠点

札幌市 R1 2 ○

仙台市 R1 R1 R1

さいたま市 ○ 1 ○

千葉市 R1 R1 R1

横浜市 R1
※神奈川県が、県

全域を対象
川崎市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市 ○

名古屋市 ○ 2 ○

京都市 ○ 2

大阪市 ○ 2 ○

堺市 ○ 1 ○

神戸市 ○ 1 ○

岡山市 ○ 1 ○

広島市

北九州市 ○ R1 R1

福岡市 R1 R1 R1

熊本市 R1

小計 9 8 7

Ｒ１内 ＋6 ＋4 ＋4

相談拠点 医療機関 拠点

計 36 25 18

(R1内) (46) (40) (33)

・相談拠点は３６自治体、専門医療機関は２５自治体（拠点医療機関１８自治体）で設置（H31.4.22時点）
・令和元年度内に、相談拠点４６自治体、専門医療機関４０自治体（拠点３３自治体）の予定

※相談拠点の○は精神保健福祉センター、保は保健所、医は医療機関 ※医療機関の数字は、機関数 ※R１は令和元年度内予定
10



薬物依存症相談拠点の設置状況（平成31年４月22日時点）
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相談機関名 相談機関名

都道府県 都道府県

北海道 山口県 県精神保健福祉センター

青森県 徳島県 精神保健福祉センター

岩手県 香川県 精神保健福祉センター相談窓口

宮城県 愛媛県 愛媛県心と体の健康センター

秋田県 高知県 高知県立精神保健福祉センター・高知県依存症相談拠点

山形県 福岡県 精神保健福祉センター

福島県
佐賀県

肥前精神医療センター：依存症相談室

茨城県 佐賀県精神保健福祉センター

栃木県 長崎県 長崎県長崎こども・女性・障害者支援センター

群馬県 群馬県こころの健康センター 熊本県 熊本県精神保健福祉センター

埼玉県 埼玉県立精神保健福祉センター 大分県

千葉県 千葉県精神保健福祉センター 宮崎県 精神保健福祉センター

東京都

東京都立中部総合精神保健福祉センター 鹿児島県 県精神保健福祉センター：依存症相談窓口

東京都立多摩総合精神保健福祉センター 沖縄県

東京都立精神保健福祉センター
小計（都道府県数） 27

神奈川県

新潟県

富山県 富山県心の健康センター：富山県依存症相談支援センター 指定都市

石川県 石川県こころの健康センター 札幌市

福井県 仙台市

山梨県 さいたま市 さいたま市こころの健康センター

長野県 精神保健福祉センター：依存症相談ホットライン 千葉市

岐阜県 横浜市

静岡県 精神保健福祉センター：依存相談 川崎市

愛知県
相模原市

新潟市

三重県 三重県こころの健康センター（県拠点）・県保健所8か所（地域相談拠点） 静岡市

滋賀県 浜松市 浜松市精神保健福祉センター

京都府 京都府精神保健福祉総合センター 名古屋市 名古屋市精神保健福祉センター

大阪府

大阪府こころの健康総合センター 京都市
京都市こころの健康増進センター：薬物依存症・ギャンブル等依存症
外来

大阪府の保健所（10か所） 大阪市 大阪市こころの健康センター

大阪府中核市の保健所（6か所） 堺市 堺市こころの健康センター：依存症相談窓口

兵庫県 ひょうご・こうべ依存症対策センター 神戸市 ひょうご・こうべ依存症対策センター

奈良県 岡山市 岡山市こころの健康センター

和歌山県 和歌山県精神保健福祉センター 広島市

鳥取県

社会医療法人明和会医療福祉センター 渡辺病院 北九州市
北九州市立精神保健福祉センター：薬物・ギャンブルの問題で困って
いる人の相談窓口

精神保健福祉センター 福岡市

各保健所 熊本市

島根県 小計（指定都市数） 9

岡山県 精神保健福祉センター
合計（自治体数） 36

広島県 県立総合精神保健福祉センター



薬物依存症専門医療機関の選定状況(平成31年４月22日時点)
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自治体名 治療拠点 医療機関名
都道府県

北海道

● 旭山病院
石橋病院
旭川圭泉会病院
千歳病院

青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県

埼玉県
● 埼玉県立精神医療センター

埼玉県済生会鴻巣病院
千葉県
東京都

神奈川県

●
地方独立行政法人神奈川県立病院機構 神奈川県立精神
医療センター
医療法人社団祐和会 大石クリニック

● 学校法人北里研究所 北里大学東病院
医療法人財団青山会 みくるべ病院

新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県

岐阜県
● 各務原病院

大垣病院
静岡県 ● 聖明病院、服部病院

愛知県
桶狭間病院藤田こころケアセンター
医療法人岩屋会 岩屋病院

三重県
滋賀県
京都府 医療法人稲門会 いわくら病院

大阪府

●
地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪精神医療セン
ター
一般財団法人成研会 結のぞみ病院
医療法人 東布施辻本クリニック
医療法人 利田会 久米田病院

兵庫県 ● 公益財団法人復光会垂水病院
奈良県
和歌山県
鳥取県 ● 社会医療法人明和会医療福祉センター渡辺病院
島根県 医療法人同仁会こなんホスピタル
岡山県 ● 岡山県精神科医療センター

自治体名 治療拠点 医療機関名

広島県

● 瀬野川病院
福山友愛病院
草津病院
呉みどりケ丘病院

山口県
地方独立行政法人山口県立病院機構山口県立こころの医
療センター

徳島県 藍里病院
香川県 ● 医療法人社団光風会三光病院
愛媛県
高知県
福岡県

佐賀県 独立行政法人国立病院機構 肥前精神医療センター

長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

小計（都道府県数） 11 17

指定都市

札幌市
● 医療法人北仁会 旭山病院

医療法人耕仁会 札幌太田病院
仙台市
さいたま市 ● 埼玉県立精神医療センター
千葉市
横浜市 ※神奈川県が、県全域を対象に選定
川崎市 ※神奈川県が、県全域を対象に選定
相模原市 ※神奈川県が、県全域を対象に選定
新潟市
静岡市
浜松市

名古屋市
● 西山クリニック

紘仁病院

京都市
医療法人稲門会 いわくら病院
京都府立洛南病院

大阪市
医療法人 藤井クリニック

●
地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪精神医療セン
ター

堺市 ●
地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪精神医療セン
ター

神戸市 ● 公益財団法人復光会 垂水病院
岡山市 ● 岡山県精神科医療センター
広島市
北九州市
福岡市
熊本市

小計（指定都市数） 7 8

合計（自治体数） 18 25



依存症対策ポータルサイト （https://www.ncasa-japan.jp/）
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薬物依存症の自助グループ・民間団体

＜自助グループ、回復支援施設＞

・自助グループ、回復支援施設では、依存症本人または家族同士が体験を共有しな
がら回復を目指している。

＊ＮＡ（ナルコティクス・アノニマス）【当事者】 http://najapan.org/top.html

＊ナラノン【家族・友人】 http://nar-anon.jp/

＊ＤＡＲＣ（回復支援施設）

＜民間団体＞

・薬物の問題について、本人・家族の回復を図るため、啓発活動、情報提供などに
取り組む団体。

＊ＮＰＯ薬物依存症者家族会連合会 http://www.yakkaren.com/

○ 依存症の自助グループや民間団体は、依存症からの回復に重要な役割
を担っている。

○ 依存症問題を解決していくためには、本人・家族を身近な自助グルー
プ・民間団体につなげることが重要。

○ 行政・医療機関等の関係機関は、こうした地域資源を把握し、連携す
ることが重要
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断酒・断薬率の変化
（6ヶ月～24ヶ月後）

【過去の報告と比べるとダルク利用者
の断薬率・断酒率は高水準】
保健所で酒害相談を受けたアルコール

依存症患者の断酒率:26.9%（1年

予後）1

精神保健福祉センターで認知行動療法
プログラムを受けた薬物依存症患者の

断薬率:54.5%（6ヶ月予後）2

1. 徳永雅子：アルコール依存症の長期予後研究-保健所酒害相
談来所者9年間の追跡調査-、アルコール依存とアディクション、
13(3), 229-237, 1996.
2. 近藤 あゆみ、ほか：精神保健福祉センターにおける薬物依
存症再発予防プログラム「TAMARPP」の有効性評価、日本ア
ルコール・薬物医学会雑誌、49(2), 119-135, 2014.

一度もアルコール・薬物を使わなかった割合
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依存症に関する問題に取り組む民間団体支援

○地域で依存症問題に取り組む民間団体が実施する依存
症対策を推進

○地方自治体から団体への支援（うち国が1/2を補助）

○補助対象例
（１）ミーティング活動

依存症者やその家族が悩みを共有することや情報交換が
できる交流活動。（会場提供など）

（２）情報提供
依存症を抱える者やその家族の問題解決に資する情報
提供。（リーフレット作成経費など）

（３）普及啓発活動
依存症に関する普及啓発活動。（刊行物発行に要する
費用援助など）

（４）相談活動
依存症に関する問題の相談を受ける活動。（会場提供
や相談専門家への謝金など）

地域で活動する民間団体

支援

依存症に関する問題に取り組む民間団体事業
令和２年度予算要求 地域生活支援事業571億円の内数

全国規模で活動する民間団体

支援

依存症民間団体支援事業
令和２年度予算要求 0.5億千円（0.3億円）

○全国規模で依存症問題に取り組む民間団体が実施す
る依存症対策を推進

○国から民間団体への支援。補助率１０／１０

○支援例
・必要な人材を養成するための研修
・依存症に関する普及啓発等の活動 等

○平成30年度は、８団体の事業を採択
令和元年度は、12団体の事業を採択見込み
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